
（単位：千円）

金   額 金   額

3,314,716  2,548,803  

現 金 及 び 預 金 838,733  支 払 手 形 497,308  

受 取 手 形 85,046  工 事 未 払 金 858,924  

電 子 記 録 債 権 83,435  買 掛 金 220,418  

売 掛 金 443,689  未 払 金 22,319  

完 成 工 事 未 収 入 金 1,635,866  未 払 費 用 48,334  

未 収 入 金 66,602  短 期 借 入 金 540,000  

未 成 工 事 支 出 金 55,487  一 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金 157,964  

材 料 ・ 貯 蔵 品 9,645  前 受 金 445  

有 価 物 200  未 成 工 事 受 入 金 12,058  

前 払 費 用 45,564  預 り 金 23,573  

仮 払 金 50,444  未 払 法 人 税 等 21,812  

未 払 消 費 税 等 48,660  

賞 与 引 当 金 79,683  

役 員 賞 与 引 当 金 15,000  

1,802,066  受 注 損 失 引 当 金 2,300  

1,544,162  

建 物 ・ 構 築 物 256,940  

機 械 装 置 898,006  540,609  

車 両 運 搬 具 31,251  長 期 借 入 金 200,000  

工 具 計 測 器 312  退 職 給 付 引 当 金 251,442  

備 品 2,964  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 31,095  

土 地 353,613  執行役員退職慰労引当金 15,589  

建 設 仮 勘 定 1,074  資 産 除 去 債 務 42,483  

8,226  3,089,413  

電 話 加 入 権 144  

ソ フ ト ウ ェ ア 8,082  2,001,969  

30,000  

249,676  

そ の 他 有 価 証 券 82,099  1,971,969  

出 資 金 310  利 益 準 備 金 7,500  

保 証 金 19,692  別 途 積 立 金 257,200  

長 期 前 払 費 用 11,915  繰 越 利 益 剰 余 金 1,707,269  

そ の 他 投 資 2,420  

長 期 繰 延 税 金 資 産 133,240  25,399  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 25,399  

純 資 産 合 計 2,027,369  

5,116,782  5,116,782  

貸   借   対   照   表
（2023年3月31日現在）　

科   目 科   目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債

無 形 固 定 資 産 負 債 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

投 資 等

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計



Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　　時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの
移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法

未成工事支出金 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品
最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

（３）長期前払費用

均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金

（３）役員賞与引当金

　役員に対する賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

（４）受注損失引当金

（５）退職給付引当金

（６）役員退職慰労引当金

（７）執行役員退職慰労引当金

個 別 注 記 表

自 2022 年  4 月  1 日

至 2023 年  3 月 31 日

　受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当事業年度末において、損失の発生する可能性が高
いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業年度以降に発生が
見込まれる損失額を引当計上しております。

　定率法（ただし1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除く）、2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物並びに機械及び装置については定額法）を採用しております。

　定額法（ただし、ソフトウエア（自社利用分）につきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法）を採用しております。

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を計上し
ております。

　執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計上して
おります。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づいて計上して
おります。なお、退職給付債務の見込額は、簡便法により計算しております。

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計上しておりま
す。



４．収益及び費用の計上基準

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ当期純損益額

当期純利益 259,352 千円

　年間契約に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわたり履行義務を充
足する取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。
　個別契約によるスポットメンテナンスは、履行義務が一時点で充足される取引であり、顧客にサービスが
提供された時点で収益を認識しております。
　工事契約による既設設備のリニューアル工事や新築設備工事などは、一定の期間にわたり履行義務を
充足する取引であり、履行義務の充足に係る進捗に基づく収益を認識しております。なお、履行義務の充
足に係る進捗率の見積りの方法は、主として見積総原価に対する発生原価の割合によっております。ま
た、少額かつごく短期の工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。


